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当社では事業活動を通して環境にフォー カスしたE-COMPASSを展開しており、 主に以下の3つの観点でお客さまやパー トナ ー 企業さまと連携し、 サブライチェーン全体

で半奉体の技術革新と環境負荷低減に取り組んでおります。

■半吾体の高性能化と低消費電力化に貢献

■装醤のプロセス性能と環境性能の両立

■事業活動全体におけるCO2排出曼の削減

長期環境目標として温室効果ガスの実質排出呈をゼロにする「ネットゼロJを設定し、 スコ ープ1と2•'においては2040年までに、 スコ ープ3 ”においては2050年まで

にそれぞれ実現できるようE-COMPASSの取り組みをさらに充実させ、 加速してまいります。

·1 スコ ープ1と2：自社の事業活動における君力などのエネルギー使用による排出

·2 スコ ープ3：販売した装匡の使用や廃稟、 頁材の購入や物流などにおける排出

企業の成長は人。社員は偏値創出の源泉

これらのことを実現するのはまさに人です。「企業の成長は人 。社員は価値創出の

源泉」という考えのもと、 社目が能力を最大限に発揮できるよう、 次の5つのポイン

トを中心に社員のやる気を重視した経営と相応の取り組みをおこなってまいりま

す。

また経営の柱としてダイバーシティ、 エクイティ＆インクルー ジョンの取り組みにも

力を入れており、
「3G」すなわち「Global（国籍）、 Gender（性別）、 Generation（世代）」

における多様性の向上に努めております。

今後、 社会において半弄体の用途が拡大し、 さらなるイノペ ー ションの創出が期待

される中 、 将来の技術革新をリ ー ドする学生や研究者などの人材育成が重要です。

国内外の大学とのコラポレーションを含む産学宜連携プログラムの推進を通じて、

半弄体業界における人材育成の強化にも継続的に取り組んでまいります。

夢と活力のある会社を目指して

1自分の会社や仕事が産業や社会の発展に貫献しているという実感

QTSVに基づいたピジョンの実現

2 会社の将来に対する事と期待

¢売上高3兆円以上、営業利益率35％以上、 ROE 30％以上を達成

3チャレンジできる機会

c::>s年間で1兆円以上の研究開発費を投入

4 成果に対する公正な評価とグロ ー パルに競争力のある報酬

ヰ業頴連動型報酬

5 風通しの良い職場

ヰ＞グロ ーパルでの社員集会や社員との座該会の開催

やる気重視経営の5つのボイントと主な取り組み

半考体が実現する豊かな未来、 進化し続ける半考体、 それを支える製造装醤市場は今後も大きな拡大が見込まれています。東京エレクトロンは業界のリ ーディングカ

ンパニー としてこれからも半津体の技術革新に、 より力強く百献していきます。創立60周年を節目とし、 今後も 信用・信頼を大切にしながらさらなる成長に向けて挑戟

と進化を続けていきます。すべてのステークホルダーに愛され、 扇く信頼され、 社員がやる気と能力を最大限に発揮できる、 夢と活力のある会社を目指してまいります。

引き続き、 皆さまのご支援を賜りたく、 何卒よろしくお願い申し上げます。

東京エレクトロン株式会社

代表取締役社長・CEO

疇利窮

•本メッセ ージは2023年9月発行の統合報告吾CEDメッセ ージより転我しています。

長期環境目標については2023年12月に見四しをおこないました。 ネットゼロ達成目楼を2040年に10年前倒し
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青 サステナピリティ TELのサステナビ＇）ティ

東京エレクトロンを知る 企 研ぇ・b.”ヒ -→・ 、 しス ．ぇ3家向け情輻

TELのサステナビリティ

サステナピリティと
企業理念体系

中期経営計酉

最先端の技術と確かなサー ビスで、

夢のある社会の発展に貢献します

サステナピリティ

推進体制

国際的なイニシアティブヘの参
画

邸た声：

SDGs 

（持続可能な開発目標）
に対する取り組み

外部からの評価

サステナビリティと企業理念体系

東京エレクトロンにおけるサステナピリティの取り組みはピジョンの実現による塞本理念の実践です。当社の成長におけるマテリアリティ（重要分野）を明確にし、この

取り組みを推進します。強靭な経営基盤の構栗とともに、 付加価値の高い裂品やサー ビスを提供することで、 産業や社会の課題解決と発展、 そしてSDGsの達成に頁献

します。

社会から高く信頼され愛される企業を目指し、 中長期的な利益の拡大と継続的な企菜価値の向上に努めます。

企業理念体

：
し ：：ご贔？：：力壬99で(Pはご言芯竺献命します

ピジョン：基本理念を実現するための重点事項
半潟体の技術革新に貢献する夢と活力のある会社

TEL Values ：社員一人ひとりが遵守すべき心構えや行動規範、価値観
誇り・チャレンジ・オ ー ナ ー シップ チームワーク・自覚

；用tu報



















































取り組み事例

当社は、プラズマ原子層堆積法(PE-ALO)"による膜カバレッジ•2の調整作業において、Nanosheet構造の周囲に均等な膜厚で成膜す

るため、Alによる機械学習を利用しています。これまでの実験データの集約や分析、プロセスの最適化をAlでおこなった結果、パタ ーン

のつぶれや変形といったダメ ー ジもなく、短時間に高いカバレッジで成膜する最適なプロセスを確立しました。Alを活用することによ

り、開発に使用するウェ ー ハの磁やエネルギーを最小化するとともに、エンジニアが従来の考えや慣習に縛られることなく、より付加価

値の高い業務に取り組むことを可能にしています。

*1 プラズマ原子暦堆積法(PE-ALO): Plasma Enhanced Atomic Layer Deposition。原子暦堆積(ALD)は気相の連続的な化学反応を利用した薄膜

形成技術。PE-ALOは基板の反応の活性化にプラズマを印加する方法

*2 カバレッジ：網羅率

エンジニア作成レシピての結果

パタ ーンの
つぶれ ・ 変形

カバレッジ不足

し｀

出典：東京エレクトロンテクノロジー ソリュ ー ションズ／東京エレクトロン

評価期間
3週間

50nm 

ダメ ージ・レス

カバレッジ良く

....------成股

評価期間
1日

300mmプラズマALD（原子暦堆積）装置において、機械学習とエンジニアがそれぞれ、模擬的なNanosheet構造における膜カバレッジのプロセス探索を

した結果の比較
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用

檜 サステナビリティ 生産性向上

生産性向上

経営効率向上の追求

“経営効率向上の追求
”

に向けて以下の取り組みを展開しています。

■統合基幹業務システムの展開、 各部門における業務システムの統合やデータベ ースの一元化などにより、 業務の標準化や自動化を推進し、 事業活動

におけるパリュ ー チェ ーンにより生産性を向上

■品質マネジメントの重要性を認識し、 品質俊先のオペレ ーションを実践することで全体最適を図り、経営効率を向上

■お取引先さまと協働でサプライチェーン全体における継続的な品質改善活動を実施し、 生産性の向上を継統的に追求

生産性向上の推進 品質

SDGsへの取り組み

■生産性の向上を推進し、 継続的に経営効率を高め 、 産業や社会の発展に貢献し、 サステナ

ブルな経済成長に寄与

■多様化 、 技術向上およびイノベ ーションを通じた経済生産性の向上

■バリュ ＿チェ ＿ン全体における業務効率化や品質マネジメントを推進し、 サステナブルな

生産消費形態を確保

■環境上適正な化学物質や廃棄物の削減

■お取引先さまとのグロ ーパル・パートナ ーシップの強化により、 サプライチェ ーン全体にお

ける生産性の継続的な向上

11園













工程改善活動

お客さまの製造現場では、装四間における品質のばらつきの抑制、正確なプロセスの再現性、高い生産性が求められています。こうし

たお客さまのニー ズに合致する製品を提供するため、当社が注力するのが統計的手法を使った工程改善活動(PCS*）です。

各種重要部品（ウェ ーハに直接接触する部品や、機械的、熱的、宙気的または編磁気的エネルギーをウェ ーハに伝達する部品など、装

置のプロセスに直接的な影響を与える部品） の情報を管理図化してばらつきの分析をおこない、製造工程の変化を速やかに検知し、

対応します。こうしたPCS活動を、特定の重要部品を扱うお取引先さまとともに取り組むことで、部品品質のばらつきの抑制や良品製

作工程の維持・改善に努め、お客さまの期待を上回る製品の提供へとつなげています。

また新たな重要部品を扱う製作工程は、常に見直しや改善を必要としますが、当社の装四は数万にも上る数の部品で構成されてお

り、その中から特定の部品を選択して定期的に集計・分析をおこなう作業には、多くのエ数を必要とします。

この作業の適正化と効率化を図るため、当社はお客さまからの情報収集、国内製造拠点間での協議、お取引先さまからのヒアリング

などを実施し、自動化も含めた業務フロ ーの見直しやシステムの改善などを進めています。Shift Leftの考えに基づくこれらの活動を

継続的に実施することにより、さらなる生産性の向上に取り組んでいます。

• PCS: Process Control System

取り組み事例

東京エレクトロンテクノロジー ソリュ ーションズ（東北） では、統計学に基づく実験計画法＊を用いた菫要部品の品質指標を設定し、お

取引先さまとともに品質活動のレベルアップを進めています。

実験計画法で設定した最良な品質指標を目標として定め、重要部品の製作工程における検査値や調整値などのばらつきが生じる条

件をPCS活動で厳密に管理し、製作工程の正確性と安定化を図っています。

今後はお取引先さまの品質に関するデー タ取得から判定までの処理について自動化を促進し、リアルタイムに品質の状態を検知する

ことで、重要部品の製作工程のさらなる改善に取り組んでいきます。

＊実験計画法効率の良い実験方法を設計し、結果を適切に解析することを目的とする統計学の応用分野























































































































































































離職（日本）

一一一一一
離職者数 108 82 87 87 98 

男性 88 54 75 69 81 

離職＊

女性 20 28 12 18 17 

離職率 1.4 1.0 1.0 1.0 1.1 

＊自己都合による離職



TEL 

ワー ク ・ ライフ ・ バランス（日本）

I 

I :18年:19年:20年:21年:22年1

年次有給休暇 取得率＊ 67 2 72.6 62.5 64.6 ●70.0

取得者数 605 901 688 512 1,731 

リフレッシュ休
男性 507 773 610 435 1,485 

暇

女性 98 128 78 77 246 

配偶者出産休暇 取得者数 155 184 148 137 149 

取得者数 56 46 41 70 96 

男性 8 12 16 36 57 

女性（取得 48(100.0 34(97.1) 25(92.6) 34(97.1) 39(97.5) 

率）

復職者数 43 48 54 60 76 
育児休業

男性 6 8 15 32 43 

女性 37 40 39 28 33 

復職率 93.5 94.1 96.4 95.2 98.7 

定看率 88.9 93.3 95.0 90.0 97.9 

利用者数 153 149 132 110 105 

短時間勤務制度 男性 8 11 ， 7 10 

女性 145 138 123 103 95 



取得者数 517 625 510 547 599 

子の看護休暇 男性 334 428 353 373 424 

女性 183 197 157 174 175 

取得者数 129 125 86 80 98 

子育て応援休暇 男性 26 26 29 23 33 

女性 103 99 57 57 65 

取得者数 5 2 2 1 4 

介護休業 男性 2 2 ゜ ゜ 4 

女性 3 ゜ 2 1 ゜

取得者数 63 95 110 87 85 

介護休暇 男性 38 56 69 57 53 

女性 25 39 41 30 32 

利用者数 2 2 ゜ 4 ゜

介護勤務制度 男性 ゜ 1 ゜ 2 ゜

女性 2 1 ゜ 2 ゜

＊

年次有給休暇取得率算定方法：（従業員
＊

の有給休暇消化日数）／（従業員
＊

の有給休暇付与日数）XlOO
＊

非正規従業員含む
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UK Modern Slavery Act 2015 Transparency Statement 

Introduction from the Representative Director, President and Managing Director 

As a responsible manufacturing and supply business operating in the global business 
community, the Tokyo Electron Group (the Group) recognizes the risk of unintentionally being 
involved in human rights exploitation and is committed to collaborating with its supply chains  
to combat human rights abuses such as modern slavery and human trafficking. This 
commitment is recognized in the Group's corporate philosophy which defines its mission in 
society as “we strive to contribute to the development of a dream-inspiring society through our 
leading-edge technologies and reliable service and support”. 
 
To respond to the increasing global concerns of, amongst other things, modern slavery,  
human trafficking and human rights, the Group has assigned the dedicated function to promote 
sustainability to lead this important initiative throughout the Group. As the guiding principle of 
sustainability, the Group has incorporated universal guidelines and standards, including the 
United Nations Global Compact and an industry standard, Responsible Business Alliance (RBA) 
Code of Conduct, into the Group’s strategies, policies and procedures, and has established and 
continues to cultivate a culture of integrity. 
 
Organisation's structure and business1 

Tokyo Electron Limited is a global manufacturer of semiconductor production equipment and 
flat panel display production equipment in the technology sector and has its head office in Japan. 
It is the parent company of the Group which has 17,7022

 employees worldwide and operates in 
19 countries. 
 
Tokyo Electron Europe Limited is a subsidiary of Tokyo Electron Limited and engages in sales 
and services in a wide range of high-technology fields in Europe. Tokyo Electron Europe 
Limited, located in the United Kingdom, is the headquarters of our European operation, 
comprising, 7203 employees in 4 companies across 10 countries. 
 
The Group has a global annual turnover of 1,830,527million Japanese Yen. 

Our supply chains 

Our main direct suppliers are manufacturers of components and parts for semiconductor 
production equipment, as well as labour service providers for supporting such equipment. 
Among the Group-wide supply chains, the majority of our suppliers by spend are located in 
Japan. 

                                                

1 This statement is made on behalf of Tokyo Electron Limited and its subsidiary Tokyo Electron Europe 
Limited, which are both required to make a statement pursuant to s54 of the Modern Slavery Act.  

2 As of 31 March 2024 
 
3 As of 31 March 2024 
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The Group is committed to partner with its people and supply chains to create an environment 
where workers’ human rights are fully respected in each location in which it operates. 

 

Our policies on anti-modern slavery and human trafficking 

The Group has established Tokyo Electron Group Human Rights Policy referring to the United 
Nations’ Guiding Principles on Business and Human Rights and the International Bill of Human 
Rights and the ILO Declaration on Fundamental Principles and Rights at Work referred to 
therein, the Ten Principles of the United Nations Global Compact, and the RBA Code of 
Conduct. We have firmly upheld human rights since our founding as reflected in the spirit of “the 
Corporate Philosophy" and “the Management Policies" of the Group.  Key human rights issues 
are also addressed in the Group’s Code of Ethics and Procurement Policy, which covers the 
Group's entire operations and direct supply chains. 

We incorporate the concept of respect into every aspect of our business activities, and strive for 
the creation of a corporate culture that enables each person to realize his or her full potential 
and freely enjoy their livelihoods. We also give the highest consideration to the health and safety 
of every person and respect his or her dignity. 

For us, respecting human rights means a significant understanding not only to fulfil our 
responsibility for eliminating modern slavery and other adverse impacts on people through 
business activities, but also those who support our business activities, and contribute to the 
realization of a sustainable dream-inspiring society. 

In recent years there has been an emerging concern in the electronics industry for better 
treatment of workers in supply chains, we therefore publicly announced our membership of the 
RBA in June 2015 and our commitment that the Group would conform to the RBA Code of 
Conduct. In line with this we are committed to pursue socially responsible practices in line with 
global standards and to ensure that there is no modern slavery or human trafficking in our supply 
chains or in any part of our business with a continuous improvement approach. 

 

Due diligence processes for slavery and human trafficking 

We have zero tolerance to slavery and human trafficking. As part of our initiative to identify and 
mitigate slavery and human trafficking risk the Group has worked to establish a robust due 
diligence system throughout the organization. 

Key steps we have taken as of the fiscal year ending 31 March 2024 are as follows: 

 We continue to assess our conformity with the RBA Code of Conduct. This is conducted 
by way of a sustainability assessment in the areas of labour and employment practices, 
health and safety, ethics, the protection of the environment, and management systems. 
This has been extended to cover human resources, logistics, customs and facility 
service suppliers in addition to our materials suppliers. 

 We investigated our suppliers to mitigate risks associated with forced labour and debt 
labour in our supply chain. Our suppliers worked with us to take the corrective actions 

https://www.tel.com/sustainability/management-foundation/human-rights/index.html
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that we had identified. With the understanding and cooperation of our suppliers, we 
continue to combat modern slavery in our supply chain. 

 In 2023, continuing from the previous year, we also investigated our Group companies 
to identify whether there are internal risks of breaching human rights. Our investigation 
included distribution of a unified survey to each Group company. The survey contained 
the same questions and indicators as the survey we ask our suppliers to complete. 
Following review of the responses, we provided feedback to each group company, and 
requested corrective actions where required to further reduce any internal risks related 
to breach of human rights. We also visited at the site of overseas group company to 
confirm the actual situation and discuss the effectiveness of corrective actions taken. 

 We have published “Tokyo Electron Group Code of Ethics” as a code of conduct for all 
executives and employees and to ensure awareness of our Code of Ethics, we have 
translated it into 6 languages. Our Code of Ethics includes a statement to secure human 
rights and commit to ensuring human rights and not discriminating or supporting forced 
labour, debt labour, child labour, or any other form of modern slavery. We conduct 
mandatory annual training on the Code of Ethics and collect acknowledgements of 
compliance from executives and employees, aiming to achieve a pledge rate of 100%. 

We have established an internal reporting system that is also accessible to our suppliers, 
“TEL Group Ethics & Compliance Hotline” as a global common internal point of contact 
that uses a third-party system, and to maintain confidentiality and anonymity. This hotline 
can be accessed via phone or a dedicated website 24 hours a day, 365 days a year, 
and accommodates all languages used by employees. Also, we provide an external 
point of contact at a law firm that can be contacted directly. We responded to all reports 
we received through these points of contact, conducted investigations in accordance 
with internal rules to implement corrective measures as well as preventive measures. 
We do not tolerate retaliation against those who report ethics and compliance concerns 
in good faith, ensuring no one is permitted to engage in retaliation, or any form of 
retaliatory behaviours, against another for reporting ethics and compliance concerns. 
We promote enhancement of the reporting system. Breakdown of Consultation/Report 
Contents is disclosed in our integrated report 2023. 

 We proactively continued activities of our human rights project team with representatives 
from our compliance, human resources, procurement, logistics, facility service and 
sustainability departments. The team has focused on conducting the sustainability 
assessment, evaluation and analysis of assessment results. With the process 
established, the team promotes and supports established corrective actions by each 
Group company as well as our suppliers and requested them for their cooperation for 
corrective actions to mitigate the risk in our supply chain. 

 

Training 

To ensure a high level of understanding of the risks of modern slavery and human trafficking in 
our supply chains and our business, we provide human rights training to all our employees. 

 

https://www.tel.com/ir/library/ar/f3gfkt000000003v-att/ir2023_all_en.pdf
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Our effectiveness in combating slavery and human trafficking 

Our Group’s major sites are currently rated as low risk and we will continue to measure how 
effective we have been in ensuring that slavery and human trafficking is not taking place in any 
part of our business or supply chains:  

 

Further steps 

Following a review of the effectiveness of the steps we have taken this year to ensure that there 
is no slavery or human trafficking in our supply chains we intend to take the following further 
steps to combat slavery and human trafficking: 

 Strengthen the structure and activities of human rights projects to deepen our due 
diligence process. 

 Continue to assess and monitor the risks in our supply chain. 

 Implement corrective actions in our supply chain to mitigate risks based on evaluation 
and analysis of the sustainability assessment results. 

 We are actively working to evaluate the effectiveness of corrective actions. If there is a 
problem with effectiveness, the corrective measures themselves will be reviewed. 

 Additionally, we will further improve our grievance mechanisms and make it more 
effective so that we can quickly and appropriately deal with negative impacts on human 
rights. 

 Pursuit of transparency and enhancement of disclosed information. 

This statement is made pursuant to section 54(1) of the Modern Slavery Act 2015 and 
constitutes our Group's slavery and human trafficking statement for the financial year ending 31 
March 2024. 

This statement has been unanimously approved by the board of directors of Tokyo Electron 
Europe Limited. 

 

 

 

 

…………………………………….. 

Tokyo Electron Europe Limited 

Date: 11 June 2024 



 

CTPAT Forced Labor Policy Statement – July 31, 2023 

CTPAT Forced Labor Policy Statement 
 

As a responsible manufacturing and supply business operating in the global business 
community, Tokyo Electron U.S. Holdings, Inc. (“TEH”) a wholly owned subsidiary of the Tokyo 
Electron Limited (the “TEL Group”), is committed to collaborating with partners across its supply 
chain to combat human rights abuses such as forced labor. This commitment is recognized in 
TEL Group’s Corporate Philosophy which defines its mission in society as follows: “we strive to 
contribute to the development of a dream-inspiring society through our leading-edge 
technologies and reliable service and support.”   
 

As emphasized in the TEL Group Human Rights Policy, we are committed to forbidding 
forced labor in any form and complying with all applicable laws, regulations, and industry 
compliance standards, including those related to TEH’s status as a Customs Trade Partnership 
Against Terrorism (“CTPAT”) Trade Partner. In support of these commitments, TEL Group 
maintains a robust compliance, due diligence, training, and monitoring system throughout the 
organization to identify and mitigate human rights risk. We regularly interface with and conduct 
compliance assessments on our suppliers and partners on these issues and expect and require 
that participants in our supply chain forbid the use of forced labor completely. 

To further advance these principles and respond to the increasing global concerns 
regarding forced labor, TEL Group promotes compliance and sustainability as an important 
initiative throughout TEL Group. We have incorporated universal guidelines and standards, 
including the United Nations Guiding Principles on Business and Human Rights, the United 
Nations Global Compact and an industry standard, Responsible Business Alliance (“RBA”) Code 
of Conduct, into the TEL Group’s strategies, policies and procedures, and have established and 
continue to cultivate a culture of integrity.  

TEL Group is committed to partnering with its people and partners across its supply chains 
to help create and sustain an environment where workers’ human rights are fully respected in 
each location in which it operates. We believe this is a matter of legal compliance, a sound 
business practice, and the right thing to do. 

 











2022 年 3 月 31 日 

東京エレクトロン株式会社行動計画 

 

東京エレクトロンにおいてダイバーシティ＆インクルージョンは、継続的なイノベーションの創出、

企業価値の向上につながる経営の柱であり、経営陣の強いコミットメントのもと、積極的に取り組んで

います。東京エレクトロンにおける本行動計画では、女性社員の活躍推進に焦点を当て、次のとおり行

動計画を策定します。 

 

１． 計画期間： 2022年4月1日～2027年3月31日までの5年間  

 

２． 数値目標：  

⑴ 女性管理職者数※（2021年3月末時点：26名）を2027/3 期中に56名にする 

  ※高度専門職含む 

⑵ 計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 

３． 内容： 

取り組み1：サクセッションプランニングにおいて、管理職における女性比率の向上に取り組む  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 ダイバーシティを意識したタレントパイプライン（人材育成計画）形成をおこなう 

 女性社員向け育成プログラム・リーダーシップ開発を支援する取り組みをおこなう 

 

取り組み２：女性社員比率を高めるため、採用活動に注力する 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 従業員の大半をエンジニアが占める当社の状況を踏まえて、リクルーターの活用やブランデ

ィングなどに積極的な投資をおこなう 

 各地域における一般的な女性比率（エンジニアの場合、理工学専攻の女性比率）と同等以上の

女性を採用する 

 

取り組み３：女性社員の活躍を促すため、社員の意識改革をおこなう  



2022 年 3 月 31 日 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 社内外の専門家やリーダーによるダイバーシティ＆インクルージョン・トークといったイベ

ントを実施し、意識啓発をおこなう 

 ロールモデル等、効果的な情報共有を通じて、女性社員本人だけではなく、職場のマネージャ

ーや同僚の意識改革をおこなう 

 共通の特性や経験をもった従業員のネットワーク機会を創出する 

 産休や育休の取得前後でのキャリア座談会などを実施し、両立支援をおこなう 

 

取り組み4：すべての社員の働きやすさと活躍を支援する職場環境を整備する  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 年次有給休暇の取得しやすい職場環境づくりおよび計画的取得に向けた意識啓発等を実施し、

計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 定期的な取得状況のモニタリングおよび取得促進に向けたフォロー実施 

 

以上 



2023 年 9 月 30 日 

東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ株式会社行動計画 

 

東京エレクトロン テクノロジーソリューションズにおいてダイバーシティ、エクイティ＆インクル

ージョンは、継続的なイノベーションの創出、企業価値の向上につながる経営の柱であり、経営陣の強

いコミットメントのもと、積極的に取り組んでいます。東京エレクトロン テクノロジーソリューショ

ンズにおける本行動計画では、女性社員の活躍推進に焦点を当て、次のとおり行動計画を策定します。 

 

１． 計画期間： 2023年10月1日～2027年3月31日までの3年6か月間 

 

２． 数値目標：  

⑴ 女性管理職者数※（2023年9月末時点：9名）を2027/3 期中に17名にする 

  ※高度専門職含む 

⑵ 計画期間内において、年次有給休暇取得率80％を達成する 

 

３． 内容： 

取り組み1：サクセッションプランニングにおいて、管理職におけるジェンダーダイバーシティ

の向上に取り組む  

＜計画期間＞ 

2023年10月1日～ 

 

＜対策＞ 

⚫ ダイバーシティを意識したタレントパイプライン（人材育成計画）形成をおこなう 

⚫ 人材育成プログラム・リーダーシップ開発を支援する取り組みをおこなう 

 

取り組み２：女性社員比率を高めるため、採用活動に注力する 

＜計画期間＞ 

2023年10月1日～ 

 

＜対策＞ 

⚫ 従業員の大半をエンジニアが占める当社の状況を踏まえて、リクルーターの活用やブランデ

ィングなどに積極的な投資をおこなう 

⚫ 女性採用者比率の目標を、エンジニアは20％、それ以外の職種は50％とする 

 

取り組み３：女性社員の活躍を促す 



2023 年 9 月 30 日 

＜計画期間＞ 

2023年10月1日～ 

 

＜対策＞ 

⚫ 社内外の専門家やリーダーによるダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン・トークと

いったイベントを実施し、意識啓発をおこなう 

⚫ ロールモデル等、効果的な情報共有を通じて、女性社員本人だけではなく、職場のマネージャ

ーや同僚の意識改革をおこなう 

⚫ 共通の特性や経験をもった従業員のネットワーク機会を創出する 

⚫ 産休や育休の取得前後でのキャリア座談会などを実施し、両立支援をおこなう 

 

取り組み4：すべての社員の働きやすさと活躍を支援する職場環境を整備する  

＜計画期間＞ 

2023年10月1日～ 

 

＜対策＞ 

⚫ 年次有給休暇の取得しやすい職場環境づくりおよび計画的取得に向けた意識啓発等を実施し、

計画期間内において、年次有給休暇取得率80％を達成する 

⚫ 定期的な取得状況のモニタリングおよび取得促進に向けたフォロー実施 

 

以上 



2022 年 3 月 31 日 

東京エレクトロン九州株式会社行動計画 

 

東京エレクトロン九州株式会社においてダイバーシティ＆インクルージョンは、継続的なイノベーシ

ョンの創出、企業価値の向上につながる経営の柱であり、経営陣の強いコミットメントのもと、積極的

に取り組んでいます。東京エレクトロン九州株式会社における本行動計画では、女性社員の活躍推進に

焦点を当て、次のとおり行動計画を策定します。 

 

１． 計画期間： 2022年4月1日～2027年3月31日までの5年間  

 

２． 数値目標：  

(1)  女性管理職者数※（2021年3月末時点：3名）を2027/3 期中に8名にする 

   ※高度専門職含む 

(2)  計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 

３． 内容： 

取り組み1：サクセッションプランニングにおいて、管理職における女性比率の向上に取り組む  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 ダイバーシティを意識したタレントパイプライン（人材育成計画）形成をおこなう 

 女性社員向け育成プログラム・リーダーシップ開発を支援する取り組みをおこなう 

 

取り組み２：女性社員比率を高めるため、採用活動に注力する 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 従業員の大半をエンジニアが占める当社の状況を踏まえて、リクルーターの活用やブランデ

ィングなどに積極的な投資をおこなう 

 各地域における一般的な女性比率（エンジニアの場合、理工学専攻の女性比率）と同等以上の

女性を採用する 

 

取り組み３：女性社員の活躍を促すため、社員の意識改革をおこなう  



2022 年 3 月 31 日 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 社内外の専門家やリーダーによるダイバーシティ＆インクルージョン・トークといったイベ

ントを実施し、意識啓発をおこなう 

 ロールモデル等、効果的な情報共有を通じて、女性社員本人だけではなく、職場のマネージャ

ーや同僚の意識改革をおこなう 

 共通の特性や経験をもった従業員のネットワーク機会を創出する 

 産休や育休の取得前後でのキャリア座談会などを実施し、両立支援をおこなう 

 

取り組み4：すべての社員の働きやすさと活躍を支援する職場環境を整備する  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 年次有給休暇の取得しやすい職場環境づくりおよび計画的取得に向けた意識啓発等を実施し、

計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 定期的な取得状況のモニタリングおよび取得促進に向けたフォロー実施 

 

以上 



2022 年 3 月 31 日 

東京エレクトロン宮城株式会社行動計画 

 

東京エレクトロンにおいてダイバーシティ＆インクルージョンは、継続的なイノベーションの創出、

企業価値の向上につながる経営の柱であり、経営陣の強いコミットメントのもと、積極的に取り組んで

います。東京エレクトロンにおける本行動計画では、女性社員の活躍推進に焦点を当て、次のとおり行

動計画を策定します。 

 

１． 計画期間： 2022年4月1日～2027年3月31日までの5年間  

 

２． 数値目標：  

(1) 女性管理職者数※（2021年3月末時点：0名）を2027/3 期中に5名にする 

(2) 計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 

３． 内容： 

取り組み1：サクセッションプランニングにおいて、管理職における女性比率の向上に取り組む  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 メンターを設定し、ダイバーシティを意識したタレントパイプライン（人材育成計画）形成を

おこなう 

 女性社員向け育成プログラム・リーダーシップ開発を支援する取り組みをおこなう 

 

取り組み２：女性社員比率を高めるため、採用活動に注力する 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 従業員の大半をエンジニアが占める当社の状況を踏まえて、リクルーターの活用やブランデ

ィングなどに積極的な投資をおこなう 

 各地域における一般的な女性比率（エンジニアの場合、理工学専攻の女性比率）と同等以上の

女性を採用する 

 

取り組み３：女性社員の活躍を促すため、社員の意識改革をおこなう  



2022 年 3 月 31 日 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 社内外の専門家やリーダーによるダイバーシティ＆インクルージョン・トークといったイベ

ントを実施し、意識啓発をおこなう 

 ロールモデル等、効果的な情報共有を通じて、女性社員本人だけではなく、職場のマネージャ

ーや同僚の意識改革をおこなう 

 共通の特性や経験をもった従業員のネットワーク機会を創出する 

 産休や育休の取得前後でのキャリア座談会などを実施し、両立支援をおこなう 

 

取り組み4：すべての社員の働きやすさと活躍を支援する職場環境を整備する  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 年次有給休暇の取得しやすい職場環境づくりおよび計画的取得に向けた意識啓発等を実施し、

計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 定期的な取得状況のモニタリングおよび取得促進に向けたフォロー実施 

 

以上 



2022 年 3 月 31 日 

東京エレクトロンFE株式会社行動計画 

 

東京エレクトロンFEにおいてダイバーシティ＆インクルージョンは、継続的なイノベーションの創

出、企業価値の向上につながる経営の柱であり、経営陣の強いコミットメントのもと、積極的に取り組

んでいます。東京エレクトロンFEにおける本行動計画では、女性社員の活躍推進に焦点を当て、次のと

おり行動計画を策定します。 

 

１． 計画期間： 2022年4月1日～2027年3月31日までの5年間  

 

２． 数値目標：  

⑴ 女性管理職者数※（2021年3月末時点：2名）を2027/3 期中に4名にする 

  ※高度専門職含む 

⑵ 計画期間内において、年次有給休暇取得率80％を達成する 

 

３． 内容： 

取り組み1：サクセッションプランニングにおいて、管理職における女性比率の向上に取り組む  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 ダイバーシティを意識したタレントパイプライン（人材育成計画）形成をおこなう 

 女性社員向け育成プログラム・リーダーシップ開発を支援する取り組みをおこなう 

 

取り組み２：女性社員比率を高めるため、採用活動に注力する 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 従業員の大半をエンジニアが占める当社の状況を踏まえて、リクルーターの活用やブランデ

ィングなどに積極的な投資をおこなう 

 各地域における一般的な女性比率（エンジニアの場合、理工学専攻の女性比率）と同等以上の

女性を採用する 

 

取り組み３：女性社員の活躍を促すため、社員の意識改革をおこなう  



2022 年 3 月 31 日 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 社内外の専門家やリーダーによるダイバーシティ＆インクルージョン・トークといったイベ

ントを実施し、意識啓発をおこなう 

 ロールモデル等、効果的な情報共有を通じて、女性社員本人だけではなく、職場のマネージャ

ーや同僚の意識改革をおこなう 

 共通の特性や経験をもった従業員のネットワーク機会を創出する 

 産休や育休の取得前後でのキャリア座談会などを実施し、両立支援をおこなう 

 

取り組み4：すべての社員の働きやすさと活躍を支援する職場環境を整備する  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 年次有給休暇の取得しやすい職場環境づくりおよび計画的取得に向けた意識啓発等を実施し、

計画期間内において、年次有給休暇取得率80％を達成する 

 定期的な取得状況のモニタリングおよび取得促進に向けたフォロー実施 

 

以上 



2022 年 3 月 31 日 

東京エレクトロンＢＰ株式会社行動計画 

 

東京エレクトロンＢＰにおいてダイバーシティ＆インクルージョンは、継続的なイノベーションの創

出、企業価値の向上につながる経営の柱であり、経営陣の強いコミットメントのもと、積極的に取り組

んでいます。東京エレクトロンＢＰにおける本行動計画では、女性社員の活躍推進に焦点を当て、次の

とおり行動計画を策定します。 

 

１． 計画期間： 2022年4月1日～2027年3月31日までの5年間 

 

２． 数値目標：  

⑴ 女性管理職者数※（2021年3月末時点：１名）を2027/3 期中に２名にする 

  ※高度専門職含む 

⑵ 計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 

３． 内容： 

取り組み1：サクセッションプランニングにおいて、管理職における女性比率の向上に取り組む  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 ダイバーシティを意識したタレントパイプライン（人材育成計画）形成をおこなう 

 女性社員向け育成プログラム・リーダーシップ開発を支援する取り組みをおこなう 

 

取り組み２：女性社員比率を高めるため、採用活動に注力する 

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 リクルーターの活用やブランディングなどに積極的な投資をおこなう 

 各地域における一般的な女性比率と同等以上の女性を採用する 

 

取り組み３：女性社員の活躍を促すため、社員の意識改革をおこなう  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 



2022 年 3 月 31 日 

 

 

 

＜対策＞ 

 社内外の専門家やリーダーによるダイバーシティ＆インクルージョン・トークといったイベ

ントを実施し、意識啓発をおこなう 

 ロールモデル等、効果的な情報共有を通じて、女性社員本人だけではなく、職場のマネージャ

ーや同僚の意識改革をおこなう 

 共通の特性や経験をもった従業員のネットワーク機会を創出する 

 産休や育休の取得前後でのキャリア座談会などを実施し、両立支援をおこなう 

 

取り組み4：すべての社員の働きやすさと活躍を支援する職場環境を整備する  

＜計画期間＞ 

2022年4月1日～ 

 

＜対策＞ 

 年次有給休暇の取得しやすい職場環境づくりおよび計画的取得に向けた意識啓発等を実施し、

計画期間内において、年次有給休暇取得率70％を達成する 

 定期的な取得状況のモニタリングおよび取得促進に向けたフォロー実施 

 

以上 
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2020 年 7 月 20 日 

東京エレクトロン株式会社 

EHS 推進室 

グリーン調達ガイドライン 

Green Procurement Guideline 

 

 

 

 

 東京エレクトロングループでは、地球環境問題がクローズアップされる中、当社グ

ループの環境方針に基づき、地球環境保全・循環型社会形成を目指した事業運営を継

続して行っています。 
その一環として環境配慮型の製品づくりを実現するためには、製品を構成する部

品･機器等の環境負荷が少ないことが不可欠となります。また当社グループでは、取

引先さまの事業活動における環境負荷を少なくする活動も考慮したグリーン調達を

実施するため、「グリーン調達ガイドライン」を2001年1月15日付で発行いたしまし

た。 
 世界的に環境に関する法規制がますます深化、拡がりを見せていることから、「グ

リーン調達ガイドライン」を改訂する必要性があるという結論に至りました。改訂に

際しては、法規制への早期の適合を促進する内容とさせていただいております。 
取引先さまにおかれては、当社グループが持続可能な地球環境保全活動を継続・発

展させるため、本ガイドラインをご理解いただきますとともに、ご協力をよろしくお

願い申し上げます。 
 

 

 

 
環境についての考え方 

 
東京エレクトロングループは、Technology for Eco Lifeのスローガンの

もと、最先端の技術とサービスで、環境問題の解決を目指します。あ

らゆる事業活動において、環境負荷低減と地球環境保全を目指し、さ

らに生物多様性にも配慮した環境活動により、持続可能な社会の実現

に貢献します。 
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１．環境管理体制の整備 

  環境マネジメントシステム ISO14001 や「環境活動評価プログラム」などを参考に、

企業として持続可能な地球環境保全へ向けた環境管理体制の整備に努めてください。 
 
◆ 環境管理体制を整備するため、一般的には、以下の推進が必要とされます。 

(ⅰ)地球環境保全に関する企業理念を確立する。 

(ⅱ)環境保全を推進する担当役員や専任組織、委員会、実行担当者などが設置され

実質的に運用する。 

(ⅲ)事業活動により発生する環境負荷（化学物質や廃棄物の排出、エネルギー消費

など）を把握する。 

(ⅳ)環境負荷低減を継続的に行なう管理システム、および環境関連の法規制、地方

条例などが遵守できる管理システムを有する。 

(ⅴ)環境保全に関する情報を公開する。 

(ⅵ)環境に関する啓蒙や教育を実施する。 

(ⅶ)生物多様性の保全に取り組む。 

(ⅷ)グリーン調達のしくみがある。 
 
◆「環境活動評価プログラム」は、環境省が策定し、日本の事業者に対し、自主的に「環

境との関わりに気づき、目標を持ち、行動する」ことができる、簡易な方法を提供す

るものです。環境活動評価プログラム「エコアクション２１」は、環境省の下記 URL

から入手できます。 

http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/04-5.html 

   
2. 事業活動における環境影響の把握・低減・情報開示 

 昨今、事業者の環境に配慮すべき範囲が拡大しており、当社グループの事業活動に

伴って発生する環境負荷に加え、取引先さま、お客さまにおいて発生する環境負荷

を含めての削減を考慮していくことが望まれています。 
 環境負荷には、資源・エネルギー制約、気候変動、水質汚濁、化学物質管理、大気

汚染、森林保全、生物多様性の保全など幅広い側面が考えられ、程度の差こそあれ

環境に影響を与えています。 
取引先さまの事業を行う上での環境への影響を把握し、低減を推し進めていただくよう

お願いいたします。当社グループから、取引先さまの事業活動における環境に関する情

報提供をお願いする場合がありますので、ご協力をお願いいたします。 
 
3. 製品への環境配慮 
（１）ガス・化学品の納入 
 必要なラベルを貼付し、安全データシート(SDS)を添付していただくようにお願い

いたします。当社のお客さまや当社自身が活動する国・地域の言語で、ラベルやSDS
の提供をお願いいたします。化学品によっては、法規制対応のための詳細情報のご

提供をお願いする場合があります。 
（２）コンポーネント・部品・材料・保守用化学品への含有化学物質対策 
 当社が制定する禁止、制限、管理対象物質リストに基づいての対応をお願いすると

ともに、所定のフォーマットに必要な情報を記入して、取引先さまの製品を当社に

納入していただくようにお願いいたします。 
（３）コンポーネント・部品への内蔵化学品対策 
 化学品を内蔵した状態で機器を輸送する場合には、規制を受ける場合があります。

当社に納入していただくコンポーネント・部品に内蔵化学品がある場合には、品
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名・総重量の明記と、機器に施している安全対策の提示をお願いいたします。 
（４）コンポーネント・部品の内蔵電池情報 

 内蔵電池には、取引先さまがコンポーネント・部品に内蔵させた電池と、取引先

さまが部品を調達する段階で既に内蔵されている電池があります。当社に納入す

る取引先さまの製品が電池を内蔵している場合には、使用可能な国名や仕様など

の情報提示と、その国で要求されるラベリングの実施をお願いいたします。 
（５）省エネルギー／エネルギー高効率化 

 省エネルギーを考慮した製品開発に努めてください。待機時の電力消費をできる

限りゼロに近づけるよう開発に努めてください。 
 一部の電気製品に対して、エネルギー効率を規定する法規制の施行が始まってお

り、対象製品の種類は拡大する傾向にあります。取引先さまのサプライヤーさま

から調達する部品が規制されている場合もあります。当社が照会する国や地域で

の法規制に対しての該当・非該当判断の見解書と、該当の場合には適合証明、も

しくは適合計画書の提示をお願いいたします。 
（６）省資源・リユース・リサイクル 

 小型・軽量化、また使用材料の削減に努めてください。 
 リサイクル容易な材料を選定して使用してください。 
 使用材料の種類を減らし、分解容易な構造とするよう努めてください。 
 使用する材料のリサイクル性の表示に努めてください。 

（７）包装・梱包 
 包装・梱包材は、繰り返し使用できるものを使用して、回収･再使用するよう努め

てください。 
 包装・梱包材は、廃棄時に地球環境に負荷を与えない材料の使用に努めてくださ

い。 
 当社が照会する国や地域での法規制に適合しているかどうかの情報の提供をお願

いいたします。 
（８） 情報提供 

 当社から取引先さまの製品の環境に関する情報提供をお願いする場合があります。

できる限りのご協力をお願いいたします。 
 

適用範囲  
本ガイドラインは、当社が購入するコンポーネント・部品・材料の製造会社、当社製品

に使用するユニットやアセンブリー品の組立製造会社、およびサービスや物流業務の提

供会社を対象としています。 
 
その他 

本ガイドラインは、社会情勢の変化、法規制の動向などにより改訂することがあります。 
 

お問い合わせ先 

東京エレクトロン株式会社 

EHS 推進室 

〒183-8705 東京都府中市住吉町 2-30-7 

tel. 042-333-8252 fax. 042-333-8477 
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2020/7/20 

東京エレクトロン株式会社  

EHS 推進室 

東京エレクトロングループ製品含有化学物質管理の考え方 
 

目次 

1. 目的 

2. 適用範囲 

3. 用語の定義 

4. 把握・管理内容 

5. TEL が定めるフォーマットによる調査の免除 

6. 改訂等 

 

1. 目的 

東京エレクトロングループ（以下、TELという）では、環境方針に基づき、環境に配

慮した製品を実現するため、2001年1月に「グリーン調達ガイドライン」を制定しまし

た。その後、EU RoHS指令への自主的な適合をめざし2006年からRoHS対応活動を開始

しました。そのような中、2007年3月には中国RoHSが施行され、さらにその6月にはEU 

REACH規則が施行されて新たな化学物質の規制が開始されました。その他の国におい

ても同様な法令が制定施行されつつあります。また、日本においても改正化審法の施行

などが開始されて化学物質の管理が強化される傾向にあります。TELでは、上記のよう

な化学物質の法規制などに積極的に対応するため、グリーン調達の一環として、本考え

方にてTEL製品に採用されている構成部品や生産に付帯して採用されている溶剤などの

補助材料に含有される化学物質の禁止および管理を実施していきます。 

 

2. 適用範囲 

TEL の製品を構成するすべての調達品、および製品とともに出荷される治具、ならびに

梱包・包装材等の成形品（Article）に含まれる化学物質（注：物質ともいう）の管理に

適用する。 

 

3. 用語の定義 

3.1. TEL 管理対象物質群 

TEL 禁止物質、TEL 制限物質、TEL 必須管理物質、TEL 一般管理物質の全てを指し、

TEL ステアリング会議にて決定する。上記で定義される物質が重複して各リストにあ

る場合は TEL 禁止物質、TEL 制限物質、TEL 必須管理物質、TEL 一般管理物質の順に

その指定を優先する。 
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3.2. TEL 禁止物質 

3.2.1. 条約で禁止される物質 

オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書 付属書 A, B, E の全てのグ

ループと、付属書 C のグループⅡ 

3.2.2. TEL が事業活動をする各国の法律で禁止される物質 

3.2.3. TEL が自主的に禁止する物質 

 

3.3. TEL 制限物質 (RoHS 対象物質) 

RoHS 指令 2011/65/EU の 10 物質を対象とする。但し、RoHS 指令の使用用途による免

除を適用しないこととする。以下に対象 10 物質とその閾値を示す。 

① カドミウムおよびカドミウム化合物［100ppm］ 

② 鉛および鉛化合物［1000ppm］ 

③ 水銀および水銀化合物［1000ppm］ 

④ 六価クロム化合物［1000ppm］ 

⑤ ポリブロモビフェニル（PBB）［1000ppm］ 

⑥ デカブロモジフェニルエーテル(DecaBDE)を含むポリブロモジフェニルエーテル

(PBDE) ［1000ppm］ 

⑦ ビス(2-エチルヘキシル)フタラート(DEHP) ［1000ppm］ 

⑧ ブチルベンジルフタラート(BBP) ［1000ppm］ 

⑨ ジブチルフタラート(DBP) ［1000ppm］ 

⑩ ジイソブチルフタラート(DIBP) ［1000ppm］ 

 

3.4. TEL 必須管理物質 

chemSHERPA 管理対象物質リスト（以下、chemSHERPA 管理リストと呼ぶ、）と各国

の法規制対象物質から TEL が必須管理対象として選定した物質を指す。 

 

3.5. TEL 一般管理物質 

chemSHERPA 管理リスト（3.12.参照）から情報伝達の対象として TEL が選定した物質

を指す。 

 

3.6. TEL 物質群リスト 

3.6.1. TEL 物質群リストについて 

TEL 物質群リストは、TEL 管理対象物質群を物質名などにて具体的にリスト化したも

ので、chemSHERPA 管理リストを主な参照先としている。詳細は別紙「TEL 管理対

象物質群リスト」を参照。 

3.6.2. 補足事項：chemSHERPA 管理リストの利用について 

chemSHERPA 管理リストは JAMP が提供する、chemSHERPA 成形品/化学品データ作
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成支援ツールに組み込まれているため、そのシステムを利用して TEL 管理対象物質

群のほとんどを確認することが可能。ただし、支援システムのリストの展開の程度は、

実用的範囲に限定されているため、最終的に TEL へ回答する際は、含有回答責任者

が TEL 物質群リストにて確認すること。 

 

3.6.3. 情報提供を要求する管理対象物質の例： 

① EU CLP 規則 Annex VI Table 3.2 の発がん性・生殖毒性・変異原性物質 

＜カテゴリー1、カテゴリー2＞ 

② EU REACH Annex XVII 制限対象物質（上記①を除く） 

③ EU REACH Annex XIV 認可対象物質およびその候補物質 

④ その他上記①、②、③の物質を除く内外の法規制物質 

 

3.7. TEL 管理対象物質群の関連説明図 

上記 3.1 から 3.5 までの関連説明図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.8. EU RoHS 

EU の指令 Restriction of the use of certain Hazardous Substances in Electrical and Electronic 

Equipment の略称。詳しくは以下の URL 参照 

https://j-net21.smrj.go.jp/development/rohs/basic/basic.html 

 

3.9. EU REACH 規則 

Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals の略称。2008 年 6 月 1

日から運用が開始された EU の新しい化学品規制。詳しくは以下の URL 参照。 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/081127gaiyou.pdf 
 

3.10. TEL が定めるフォーマット 

TEL 一般管理物質 

TEL 
禁止物質 

TEL 
制限物質 

TEL 必須管理物質 

一般化学物質 

TEL 管理対象物質群 
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TEL が採用している含有化学物質調査フォーマット。JAMP が推奨する成形品の含有

物質情報伝達様式である chemSHERPA-AI を採用している。 

 

3.11. JAMP 

アーティクルマネジメント推進協議会 （JAMP: Joint Article Management 

Promotion-consortium）の略称。詳しくは以下の HP 参照。 

https://chemsherpa.net/jamp/about  
 

3.12. chemSHERPA 管理対象物質リスト 
https://chemsherpa.net/tool#declarable 

 

3.13. 成形品（Article） 

生産の間に、その化学組成よりも大きくその機能を決定する、特定の形状、表面また

はデザインを付けられた物体（object）。 

 

4. 把握・管理内容 

4.1. TEL 禁止物質 

TEL として製品含有を禁止する。規制値がある場合は不純物も含めた含有濃度が規制

値未満であること。 

 

4.2. TEL 制限物質 

TEL として製品含有を禁止する。対象物質に規制値がある場合は含有が閾値以下であ

ること。ただし、TEL が定めるフォーマットにて含有報告を行った場合は、閾値を超

える含有製品の納入が認められる。 

 

4.3. TEL 必須管理物質 

納入者が含有を把握すべき物質を指す。TEL は禁止物質および制限物質を除き、対象

とする物質の製品への含有を直ちに制限するものではないが、対象とする物質の使用

の有無および含有について、合理的な最大限の努力に基づいた調査によりデータを把

握し提出することを納入元へ必須事項として要求する。ただし、TEL 必須管理物質で

あってもTELの製造する半導体製造装置用途ならびにFPD製造装置用途において規制

を受けない物質である場合はその限りではなく報告は不要とする。TEL は製品が法規

制を受ける場合には、知りえた事実に基づき、物質を管理する。 

 

4.4. TEL 一般管理物質 

chemSHERPA 管理対象物質リストに収載されている物質を指し、TEL 禁止物質、TEL

制限物質、TEL 必須管理物質を含む。TEL は対象とする物質の製品への含有を直ちに
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制限するものではなく、「含有が既知である」場合、データを提出することを納入元へ

要求する。TEL は「含有が既知である」場合を管理対象とする。なお、「含有が既知で

ある」とは、「上流のサプライヤー（例：原料メーカー）から管理対象物質を含有して

いる情報の提供を受けた」、または「何らかの方法で含有しているデータを確認した」

ことを指す。TEL は知りえた事実に基づき、特定の物質を制限または禁止する場合が

ある。 

 

5. TEL が定めるフォーマットによる調査の免除 

以下に示す一定の要件を満たすことを確認して、TEL が定めるフォーマットでの提出

を免除する運用を行う。 

 

5.1. 納入者は、JAMP が発行した「製品含有化学物質管理ガイドライン」の製品含有化学

物質の情報管理のための実施項目と実施内容を満足させるために、その責任と手順を

定め文書化する。 

 

5.2. 納入者は、JAMP が発行した「製品含有化学物質ガイドライン」への適合評価を行い、

その判定した結果に基づいて、含有化学物質管理に対する自己適合宣言を行い、その

宣言書ならびに、JAMP 製品含有化学物質管理ガイドライン付属書 実施項目一覧表 

兼 チェックシート（以下ガイドラインチェックシート）を TEL に提出する。 

 

5.3. TEL は、ガイドラインチェックシートの確認を行い、自己適合宣言の妥当性を確認す

るとともに、TEL が要求する管理が仕組みとして構築されていることを確認する。 

 

5.4. 納入品に、TEL が管理を必須とする化学物質即ち、TEL 禁止物質、TEL 制限物質、TEL

必須管理物質が含有されていない場合は、納入者の TEL が定めるフォーマットでの情

報伝達を免除する。 

 

5.5. TEL が、日本および関係諸外国の法令または諸規則等を遵守するために、報告を必須

とする化学物質を追加指定した場合には、納入者はその追加指定された化学物質が納

入品に含有していないことを速やかに確認し、もし、含有を確認した場合には、直ち

にTELが定めるフォーマットでの報告を履行すると共にTELが対策を必要とした場合

の対応に協力する。 

 

6. 改訂等 

TEL 物質群リストなどの改訂は必要に応じて行う(年に 1～2 回実施)。 

 

以上 
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2023/3/28 Rev.2.0 

東京エレクトロン株式会社  

環境推進室 

製品環境法規制対応説明 

 

 東京エレクトロングループの考え方 

部品や材料に含まれる化学物質やCO2等の排出による環境や生態系への影響懸念から、

世界各国で環境関連法規制の制定が加速してきている。当社グループでは、次のことを

環境法規制対応の基本とする。 

 当社のお客様が活動される国・地域の環境法規制に迅速かつ的確に適合した製品

をお届けする為に取引先さまから必要な情報を収集する。 

 自主的な取り組みとして、独自の基準を設定し、製品環境法規制対応に取り組む。 

 

 各国・各地域の法規制への適合 

 EU REACH 規則※1、中国 RoHS 規制※2、GHS 規制※3、電池規制※4、エネルギー高

効率化規制※5、F-Gas 規制※6 はますます深化していくことが発表されており、また

世界各国への拡がりを見せ、これらの規制の採用国/地域も増えてきている。今後、

各国から新たな要求事項が出てくることが予想されているため、現地法人との連

携をさらに強化し、法規制情報を先取りして、漏れなく適合する。 

 

 製品環境法規制への自主的な取り組み 

有害化学物質規制対策として幅広く知られているものに、2006 年 7 月発効の EU RoHS

指令※7がある。当社グループで開発製造している、半導体･フラットパネルディスプレ

イ･太陽光パネル製造装置などはその規制対象となっていないが、当社グループでは自

主的に EU RoHS 指令で規制される 10 物質（鉛、水銀、カドミウム、6 価クロム、PBB、

PBDE、DEHP、BBP、DBP、DIBP）の削減を進めている。今後も取引先さまにもご協力

いただき、EU RoHS 指令対応を継続していく。 

 

注釈： 

※1EU REACH 規則： 

EU REACH規則：2008年6月1日から運用が開始されたEUの新しい化学物質規制のことで化

学物質の登録･評価･認可･制限（Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of 

Chemicals）に関する規則のこと。特に製品中にSVHCの候補物質が含有される場合は、そ
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の含有情報と製品を安全に使用するための情報の提供が求められる。詳しくは以下URL参

照。https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/reach/080612reach_gaiyo.pdf 

SVHC：Substance of Very High Concern（高懸念物質） 

 

※2 中国 RoHS 規制： 

電気電子製品有害物質使用制限管理弁法という法律名である。6 物質(鉛、水銀、カドミウ

ム、六価クロム、臭素系難燃剤(PBB と PBDE))について、装置の部位ごとの含有情報の提供

などが求められている。 

 

※3GHS 規制： 

GHSはGlobally Harmonized System of Classification and Labeling of Chemicalsの略で、化学品

の分類および表示に関する世界調和システムを意味し、化学品の危険有害性の分類基準お

よびラベルやSDSの内容を調和統一させるために国連で合意されたシステムのことであ

る。このGHSを導入するために、世界各国で化学物質規制の法制定や改訂が実施されてい

る。 

 

※4 電池規制： 

電池の回収・リサイクル実施などのために世界各国で電池にリサイクルマークの表示や廃

電池回収費用負担などを求める法規制が制定されている。 

 

 

※5 エネルギー高効率化規制： 

EUを始めとして、各国でコンポーネントのエネルギー高効率化規制が制定されている。例

えば、EUのErP指令(Energy-related Products)、中国のエネルギー消費効率ラベル管理弁法

（能源效率标识管理办法）、アメリカのEISA(Energy Independence and Security Act)などがあ

る。 

各コンポーネントによって、エネルギーの効率値の要求事項が決まっており、コンポーネ

ントのよっては、ラベルの貼付、政府当局への登録などが求められている。 

 

※6F-Gas 規制： 

EU Fluorinated Greenhouse Gases Regulationを始め、モントリオール議定書を基に各国が

HFCs、PFCs、SF6などの制限のこと。チラー等の冷凍機に充填される冷媒もこの規制の対

象として、高GWPのF-Gasの製造、使用の制限をしている。 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/reach/080612reach_gaiyo.pdf
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GWP：Global Warming Potential（地球温暖化係数） 

 

※7EU RoHS 指令： 

RoHS は、Restriction of the use of certain Hazardous Substances in Electrical and Electronic 

Equipment の略である。2006 年 7 月 1 日以降、鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、臭素系

難燃剤(PBB と PBDE)及び 2019 年 7 月 22 日以降、フタル酸エステル類 4 物質(DEHP、BBP、

DBP、DIBP)が閾値を超えて含有する電気・電子製品の上市を EU 市場で禁止している。 

 

以上 
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「パートナーシップ構築宣言」 
 

 当社は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を

進めることで、新たなパートナーシップを構築するため、以下の項目に重点的に取り組むことを宣

言します。 

 

１． サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携 

直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかける（「Tier N」から「Tier N+1」へ）ことによ

り、サプライチェーン全体での付加価値向上に取り組むとともに、既存の取引関係や企業規模等

を超えた連携により、取引先との共存共栄の構築を目指します。その際、災害時等の事業継続や

働き方改革の観点から、取引先のテレワーク導入や BCP（事業継続計画）策定の助言等の支援も

進めます。 

 加えて、当社は地球環境保全に十分配慮した持続可能なサプライチェーンの構築に向けた取り

組みとして E-COMPASS（Environmental Co-Creation by Material, Process and Subcomponent  

Solutions）を立ち上げました。E-COMPASSは、製品はもとより事業活動全体を通して環境にフ

ォーカスし、パートナーシップのさらなる強化とサプライチェーン全体での価値共創を目指した

新たな取り組みです。当社はあらゆる経営資源を活用し、今後大きな潮流となる社会のデジタル

化とグリーン化の両立を目指し、サプライチェーン全体の協働により、脱炭素社会の実現に向け

て取り組みます。 

 

２． 「振興基準」の遵守 

親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に基づく「振興基準」）を遵

守し、取引先とのパートナーシップ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に積極的に取り組

みます。 

 

① 価格決定方法 

  不合理な原価低減要請を行いません。取引対価の決定に当たっては、下請事業者から協議の申

入れがあった場合には協議に応じ、労務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適正な利益

を含むよう、十分に協議します。取引対価の決定を含め契約に当たっては、親事業者は契約条件

の書面等による明示・交付を行います。 
 

② 型管理などのコスト負担  

 下請事業者との協議および合意に基づく適正な型取引を行い、不要な型の廃棄を促進するとと

もに、下請事業者からの要望に反する型の無償保管要請を行いません。 
  

③支払条件 

下請事業者との取引に対する下請代金は、全額現金で支払います。 

 

  ④知的財産・ノウハウ 

  取引における下請事業者の知的財産権やノウハウ等について、下請事業者が損失を被ることの 

ないよう十分配慮するものとし、下請事業者から協議の申し入れがあった場合はこれに誠実に 
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応じるものとします。 
 

⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ  

取引先も働き方改革に対応できるよう、生産動向に関する説明会を通じた取引先への情報提供

等を行い、下請事業者に対する急な納期変更や短納期発注の場合には、下請事業者に対して、不

合理なコスト負担が発生しないよう努めます。災害時等においては、下請事業者に取引上一方的

な負担を押し付けないように、また、事業再開時等には、できる限り取引関係の継続等に配慮し

ます。 

  

３．その他（任意記載） 

当社は、サプライチェーン全体が健全で持続可能であることを目指し、法令および社会規範に  

基づいてさまざまな観点から策定した調達方針に従い、調達およびそれにかかわる活動を行いま

す。さらに、取引先との信頼関係の構築に努め、協働でグローバルスタンダードに準拠したオペ

レーションを展開することにより、サプライチェーンにおける付加価値向上に努めます。 

 

2022年 9月 20日 

      東京エレクトロン株式会社    代表取締役社長・CEO   河合 利樹                       
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「パートナーシップ構築宣言」 
 

 当社は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を

進めることで、新たなパートナーシップを構築するため、以下の項目に重点的に取り組むことを宣

言します。 

 

１． サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携 

直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかける（「Tier N」から「Tier N+1」へ）ことによ

り、サプライチェーン全体での付加価値向上に取り組むとともに、既存の取引関係や企業規模等

を超えた連携により、取引先との共存共栄の構築を目指します。その際、災害時等の事業継続や

働き方改革の観点から、取引先のテレワーク導入や BCP（事業継続計画）策定の助言等の支援も

進めます。 

 加えて、当社は地球環境保全に十分配慮した持続可能なサプライチェーンの構築に向けた取り

組みとして E-COMPASS（Environmental Co-Creation by Material, Process and Subcomponent  

Solutions）を立ち上げました。E-COMPASSは、製品はもとより事業活動全体を通して環境にフ

ォーカスし、パートナーシップのさらなる強化とサプライチェーン全体での価値共創を目指した

新たな取り組みです。当社はあらゆる経営資源を活用し、今後大きな潮流となる社会のデジタル

化とグリーン化の両立を目指し、サプライチェーン全体の協働により、脱炭素社会の実現に向け

て取り組みます。 

 

２． 「振興基準」の遵守 

親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に基づく「振興基準」）を遵

守し、取引先とのパートナーシップ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に積極的に取り組

みます。 

 

① 価格決定方法 

  不合理な原価低減要請を行いません。取引対価の決定に当たっては、下請事業者から協議の申

入れがあった場合には協議に応じ、労務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適正な利益

を含むよう、十分に協議します。取引対価の決定を含め契約に当たっては、親事業者は契約条件

の書面等による明示・交付を行います。 
 

② 型管理などのコスト負担  

 下請事業者との協議および合意に基づく適正な型取引を行い、不要な型の廃棄を促進するとと

もに、下請事業者からの要望に反する型の無償保管要請を行いません。 
  

③支払条件 

下請事業者との取引に対する下請代金は、全額現金で支払います。 

 

  ④知的財産・ノウハウ 

  取引における下請事業者の知的財産権やノウハウ等について、下請事業者が損失を被ることの 

ないよう十分配慮するものとし、下請事業者から協議の申し入れがあった場合はこれに誠実に 
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応じるものとします。 
 

⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ  

取引先も働き方改革に対応できるよう、生産動向に関する説明会を通じた取引先への情報提供

等を行い、下請事業者に対する急な納期変更や短納期発注の場合には、下請事業者に対して、不

合理なコスト負担が発生しないよう努めます。災害時等においては、下請事業者に取引上一方的

な負担を押し付けないように、また、事業再開時等には、できる限り取引関係の継続等に配慮し

ます。 

  

３．その他（任意記載） 

当社は、サプライチェーン全体が健全で持続可能であることを目指し、法令および社会規範に  

基づいてさまざまな観点から策定した調達方針に従い、調達およびそれにかかわる活動を行いま

す。さらに、取引先との信頼関係の構築に努め、協働でグローバルスタンダードに準拠したオペ

レーションを展開することにより、サプライチェーンにおける付加価値向上に努めます。 

 

2023年 2月 23日 

（2023年 6月 21日 代表者変更による更新） 

 

 東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ株式会社    代表取締役社長  両角 友一朗                     
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「パートナーシップ構築宣言」 
 

 当社は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を

進めることで、新たなパートナーシップを構築するため、以下の項目に重点的に取り組むことを宣

言します。 

 

１． サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携 

直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかける（「Tier N」から「Tier N+1」へ）ことによ

り、サプライチェーン全体での付加価値向上に取り組むとともに、既存の取引関係や企業規模等

を超えた連携により、取引先との共存共栄の構築を目指します。その際、災害時等の事業継続や

働き方改革の観点から、取引先のテレワーク導入や BCP（事業継続計画）策定の助言等の支援も

進めます。 

 加えて、当社は地球環境保全に十分配慮した持続可能なサプライチェーンの構築に向けた取り

組みとして E-COMPASS（Environmental Co-Creation by Material, Process and Subcomponent  

Solutions）を立ち上げました。E-COMPASSは、製品はもとより事業活動全体を通して環境にフ

ォーカスし、パートナーシップのさらなる強化とサプライチェーン全体での価値共創を目指した

新たな取り組みです。当社はあらゆる経営資源を活用し、今後大きな潮流となる社会のデジタル

化とグリーン化の両立を目指し、サプライチェーン全体の協働により、脱炭素社会の実現に向け

て取り組みます。 

 

２． 「振興基準」の遵守 

親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に基づく「振興基準」）を遵

守し、取引先とのパートナーシップ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に積極的に取り組

みます。 

 

① 価格決定方法 

  不合理な原価低減要請を行いません。取引対価の決定に当たっては、下請事業者から協議の申

入れがあった場合には協議に応じ、労務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適正な利益

を含むよう、十分に協議します。取引対価の決定を含め契約に当たっては、親事業者は契約条件

の書面等による明示・交付を行います。 
 

② 型管理などのコスト負担  

 下請事業者との協議および合意に基づく適正な型取引を行い、不要な型の廃棄を促進するとと

もに、下請事業者からの要望に反する型の無償保管要請を行いません。 
  

③支払条件 

下請事業者との取引に対する下請代金は、全額現金で支払います。 

 

  ④知的財産・ノウハウ 

  取引における下請事業者の知的財産権やノウハウ等について、下請事業者が損失を被ることの 

ないよう十分配慮するものとし、下請事業者から協議の申し入れがあった場合はこれに誠実に 
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応じるものとします。 
 

⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ  

取引先も働き方改革に対応できるよう、生産動向に関する説明会を通じた取引先への情報提供

等を行い、下請事業者に対する急な納期変更や短納期発注の場合には、下請事業者に対して、不

合理なコスト負担が発生しないよう努めます。災害時等においては、下請事業者に取引上一方的

な負担を押し付けないように、また、事業再開時等には、できる限り取引関係の継続等に配慮し

ます。 

  

３．その他（任意記載） 

当社は、サプライチェーン全体が健全で持続可能であることを目指し、法令および社会規範に  

基づいてさまざまな観点から策定した調達方針に従い、調達およびそれにかかわる活動を行いま

す。さらに、取引先との信頼関係の構築に努め、協働でグローバルスタンダードに準拠したオペ

レーションを展開することにより、サプライチェーンにおける付加価値向上に努めます。 

 

2023年 2月 24日 

      東京エレクトロン九州株式会社    代表取締役社長  林 伸一                       
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「パートナーシップ構築宣言」 
 

 当社は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を

進めることで、新たなパートナーシップを構築するため、以下の項目に重点的に取り組むことを宣

言します。 

 

１． サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携 

直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかける（「Tier N」から「Tier N+1」へ）ことによ

り、サプライチェーン全体での付加価値向上に取り組むとともに、既存の取引関係や企業規模等

を超えた連携により、取引先との共存共栄の構築を目指します。その際、災害時等の事業継続や

働き方改革の観点から、取引先のテレワーク導入や BCP（事業継続計画）策定の助言等の支援も

進めます。 

 加えて、当社は地球環境保全に十分配慮した持続可能なサプライチェーンの構築に向けた取り

組みとして E-COMPASS（Environmental Co-Creation by Material, Process and Subcomponent  

Solutions）を立ち上げました。E-COMPASS は、製品はもとより事業活動全体を通して環境にフ

ォーカスし、パートナーシップのさらなる強化とサプライチェーン全体での価値共創を目指した

新たな取り組みです。当社はあらゆる経営資源を活用し、今後大きな潮流となる社会のデジタル

化とグリーン化の両立を目指し、サプライチェーン全体の協働により、脱炭素社会の実現に向け

て取り組みます。 

 

２． 「振興基準」の遵守 

親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に基づく「振興基準」）を遵

守し、取引先とのパートナーシップ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に積極的に取り組

みます。 

 

① 価格決定方法 

  不合理な原価低減要請を行いません。取引対価の決定に当たっては、下請事業者から協議の申

入れがあった場合には協議に応じ、労務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適正な利益

を含むよう、十分に協議します。取引対価の決定を含め契約に当たっては、親事業者は契約条件

の書面等による明示・交付を行います。 
 

② 型管理などのコスト負担  

 下請事業者との協議および合意に基づく適正な型取引を行い、不要な型の廃棄を促進するとと

もに、下請事業者からの要望に反する型の無償保管要請を行いません。 
  

③支払条件 

下請事業者との取引に対する下請代金は、全額現金で支払います。 

 

  ④知的財産・ノウハウ 

  取引における下請事業者の知的財産権やノウハウ等について、下請事業者が損失を被ることの 

ないよう十分配慮するものとし、下請事業者から協議の申し入れがあった場合はこれに誠実に 
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応じるものとします。 
 

⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ  

取引先も働き方改革に対応できるよう、生産動向に関する説明会を通じた取引先への情報提供

等を行い、下請事業者に対する急な納期変更や短納期発注の場合には、下請事業者に対して、不

合理なコスト負担が発生しないよう努めます。災害時等においては、下請事業者に取引上一方的

な負担を押し付けないように、また、事業再開時等には、できる限り取引関係の継続等に配慮し

ます。 

  

３．その他（任意記載） 

当社は、サプライチェーン全体が健全で持続可能であることを目指し、法令および社会規範に  

基づいてさまざまな観点から策定した調達方針に従い、調達およびそれにかかわる活動を行いま

す。さらに、取引先との信頼関係の構築に努め、協働でグローバルスタンダードに準拠したオペ

レーションを展開することにより、サプライチェーンにおける付加価値向上に努めます。 

 

2023 年 2月 24日 

（2023 年 6月 21日 代表者変更による更新) 

 

      東京エレクトロン宮城株式会社    代表取締役社長   神原 弘光                      

 

 



東京エレクトロン サステナビリティデータ2023
Environment: 環境
環境データの算定対象範囲は、東京エレクトロングループ (連結27社) で、対象期間は2023年3月期 (2022年4月1日 ~ 2023年3月31日) です。
日本:  東京エレクトロン株式会社および連結子会社6社 (東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ株式会社、東京エレクトロン九州株式会社、 

東京エレクトロン宮城株式会社、東京エレクトロンFE 株式会社含む) 
海外:  連結子会社20社 (Tokyo Electron America, Inc.、Tokyo Electron Europe Ltd.、Tokyo Electron Korea Ltd.、Tokyo Electron Taiwan Ltd.、 

Tokyo Electron (Shanghai) Ltd.、Tokyo Electron Singapore Pte. Ltd. 含む) 

※ を付したデータは第三者保証を受けています

※1 スコープ 1:  自社が所有または管理する燃料・ガス使用の排出源から発生する温室効果ガスの直接排出。算定方法: 排出量＝Σ (燃料使用量×CO2排出係数) 。排出係数は、地球温暖化対策の
推進に関する法律に基づく排出係数

※2 スコープ 1:  非エネルギー起源CO2およびCO2以外の温室効果ガス。算定方法: 排出量＝Σ (使用量×単位使用量当たりの排出量－回収・適正処理量) ×地球温暖化係数
地球温暖化係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地球温暖化係数。2022年3月期より回収・適正処理量の数値を見直しました

※3 スコープ2:  自社が購入した電気の使用に伴う温室効果ガスの間接排出。算定方法: 排出量＝Σ (購入電力量×CO2排出係数) 。日本の排出係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく
電気事業者別の調整後排出係数。日本以外の排出係数は、国際エネルギー機関 (IEA) 発行のEmissions Factors 2019 editionを使用

※4 非化石証書「相当分」控除後の数値。非化石証書相当分控除前のスコープ2排出量6千t-CO2、非化石証書相当分6千t-CO2

※5 スコープ3:  スコープ1、2を除く製品輸送、社員の業務上の移動、アウトソーシングした主な生産工程など企業のバリューチェーンからの排出。全体が 15のカテゴリーに分類されているうち「カテ
ゴリー１･2･3･4･5･6･7･9･11･12」を算出。過去の数値について見直しました。自社の活動に含まれないもしくは他カテゴリーで計上した「カテゴリー 8･10･13･14･15」を除外

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

水

使用量 (千m3) 1,240 1,305 1,397 1,417 1,495 
　日本 1,054 1,098 1,183 1,204 1,255 
　　地下水 363 390 430 440 402 
　　上水 422 411 450 479 520 
　　工業水 269 297 303 285 333 
　海外 186 207 214 213 240 

コピー用紙 使用量 (t) (日本) 165 132 38 32 138 
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日本物流  (千t-CO2 )
海外向け物流の海運利用率 (%)

海外向け物流 (千t-CO2)
スコープ１排出量 とスコープ２排出量 
(マーケット基準) の合計の推移

電力使用量の推移

水使用量の推移

物流におけるCO2排出量と海運利用率の推移

※1  「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」の燃料、熱および電気の換算係数を使用して算出
※2 熱、蒸気は販売していません

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

エネルギー

使用量 原単位 (売上) (kL / 億円) 6.3 7.5 6.8 5.0 4.8 
使用量 (原油換算) (kL) ※1 81,074 85,074 94,746 100,265 106,637 
　日本 65,897 70,642 78,126 82,703 87,137 
　海外 15,177 14,432 16,620 17,562 19,499 

電力
使用量 (MWh) 305,795 317,614 354,961 377,432 402,183 
　日本 250,911 265,293 294,652 313,322 330,791 
　海外 54,884 52,321 60,309 64,110 71,392 

ガス (都市ガス、LPG) 
使用量 (原油換算) (kL) ※1 2,991 3,565 3,820 3,796 3,898 
　日本 1,948 2,611 2,728 2,738 2,776 
　海外 1,043 954 1,092 1,058 1,122 

燃料 (A重油、軽油、灯油、
ガソリン) 

使用量 (原油換算) (kL) ※1 1,072 1,624 1,667 1,625 1,526 
　日本 1,055 1,603 1,651 1,612 1,513 
　海外 17 21 16 13 13 

再生可能エネルギー  
(電力) 

購入量 (MWh) 3,834 3,334 4,980 227,523 365,876 
　日本 0 0 0 197,137 330,791 
　海外 3,834 3,334 4,980 30,386 35,085 

太陽光発電システム
発電量 (MWh) 4,392 3,804 4,068 3,890 4,110 
　日本 4,392 3,804 4,068 3,890 4,110 
　海外 0 0 0 0 0 

オンサイト太陽光発電 
システムによる 
自家消費量

自家消費量 (MWh) 3,010 2,579 2,783 2,695 2,780 
　日本 3,010 2,579 2,783 2,695 2,780 
　海外 0 0 0 0 0 

販売した電力
電力販売量 (MWh) ※2 1,382 1,225 1,285 1,195 1,330 
　日本 1,382 1,225 1,285 1,195 1,330 
　海外 0 0 0 0 0 

再生可能エネルギー  
(電力) 使用割合

電力使用割合 (%) 2 2 2 60 91 
　日本 1 1 1 63 100 
　海外 7 6 8 47 49 

エネルギー使用量・発電量

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

スコープ1 

排出量 

スコープ 1排出量 (千t-CO2) 24 28 29 16 22 
　日本-エネルギー起源※1 7 10 10 10 10 
　海外-エネルギー起源※1 2 2 2 2 2 
　エネルギー起源以外の温室効果ガス排出量合計※2 (千t-CO2e) 15 16 17 4 10 
　エネルギー起源以外の温室効果ガス排出量 (千t-CO2e)  (日本) 15 16 17 4 10 
　　日本-HFC類 0.7 0.2 0.1 0.7 3.4 
　　日本-PFC類 8.5 10.6 13.2 1.3 5.6 
　　日本-SF6 5.1 5.0 3.1 1.4 1.2 
　　日本-その他 0.3 0.4 0.6 0.4 0.2 
　エネルギー起源以外の温室効果ガス排出量 (千t-CO2e)  (海外) ― ― ― 0.1 0.0 
　　海外-HFC類 ― ― ― 0.0 0.0 
　　海外-PFC類 ― ― ― 0.0 0.0 
　　海外-SF6 ― ― ― 0.0 0.0 
　　海外-その他 ― ― ― 0.1 0.0 

スコープ2※3 

排出量 

スコープ2排出量 (マーケット基準)  (千t-CO2) 150 144 157 74 20 
　日本 120 118 128 55 0 ※4

　海外 30 26 29 19 20 
スコープ2排出量 (ロケーション基準)  (千t-CO2) 156 156 169 168 180 
　日本 125 129 138 136 144 
　海外 30 26 31 33 36 

スコープ3※5 

排出量

スコープ3排出量 (千t-CO2) 8,847 7,910 9,386 12,554 14,333
　カテゴリ1 購入した物品・サービス 2,177 1,796 2,395 3,332 4,053
　カテゴリ2 資本財 150 164 162 172 224 
　カテゴリ3 燃料、エネルギー関連の活動 22 23 25 27 27 
　カテゴリ4 上流の輸送・流通 9 9 9 15 19 
　カテゴリ5 事業から発生する廃棄物 2 2 2 3 3
　カテゴリ6 出張 27 2 1 4 14 
　カテゴリ7 従業員の通勤 12 12 11 12 14 
　カテゴリ9 下流の輸送・流通 80 90 80 121 120 
　カテゴリ11 販売された製品の使用 6,365 5,808 6,696 8,865 9,854
　カテゴリ12 販売された製品の廃棄後の処理 3 3 3 4 5 

温室効果ガス排出量

データセクション

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

CO2

排出量 (千t-CO2) 89 99 89 136 139 
　日本 9 9 9 15 19 
　海外※ 80 90 80 121 120 

海運利用率 (海外向け) 35.9 31.9 34.3 33.2 39.0 
強化ダンボールの使用 木材使用量の削減 (t) 日本 ― ― ― ― 2,000 

物流に関わる環境負荷

※ 過去のCO2排出量について見直しました
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Environment: 環境
環境データの算定対象範囲は、東京エレクトロングループ (連結27社) で、対象期間は2023年3月期 (2022年4月1日 ~ 2023年3月31日) です。
日本:  東京エレクトロン株式会社および連結子会社6社 (東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ株式会社、東京エレクトロン九州株式会社、 

東京エレクトロン宮城株式会社、東京エレクトロンFE 株式会社含む) 
海外:  連結子会社20社 (Tokyo Electron America, Inc.、Tokyo Electron Europe Ltd.、Tokyo Electron Korea Ltd.、Tokyo Electron Taiwan Ltd.、 

Tokyo Electron (Shanghai) Ltd.、Tokyo Electron Singapore Pte. Ltd. 含む) 

※ を付したデータは第三者保証を受けています

※1 スコープ 1:  自社が所有または管理する燃料・ガス使用の排出源から発生する温室効果ガスの直接排出。算定方法: 排出量＝Σ (燃料使用量×CO2排出係数) 。排出係数は、地球温暖化対策の
推進に関する法律に基づく排出係数

※2 スコープ 1:  非エネルギー起源CO2およびCO2以外の温室効果ガス。算定方法: 排出量＝Σ (使用量×単位使用量当たりの排出量－回収・適正処理量) ×地球温暖化係数
地球温暖化係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地球温暖化係数。2022年3月期より回収・適正処理量の数値を見直しました

※3 スコープ2:  自社が購入した電気の使用に伴う温室効果ガスの間接排出。算定方法: 排出量＝Σ (購入電力量×CO2排出係数) 。日本の排出係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく
電気事業者別の調整後排出係数。日本以外の排出係数は、国際エネルギー機関 (IEA) 発行のEmissions Factors 2019 editionを使用

※4 非化石証書「相当分」控除後の数値。非化石証書相当分控除前のスコープ2排出量6千t-CO2、非化石証書相当分6千t-CO2

※5 スコープ3:  スコープ1、2を除く製品輸送、社員の業務上の移動、アウトソーシングした主な生産工程など企業のバリューチェーンからの排出。全体が 15のカテゴリーに分類されているうち「カテ
ゴリー１･2･3･4･5･6･7･9･11･12」を算出。過去の数値について見直しました。自社の活動に含まれないもしくは他カテゴリーで計上した「カテゴリー 8･10･13･14･15」を除外
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日本物流  (千t-CO2 )
海外向け物流の海運利用率 (%)

海外向け物流 (千t-CO2)
スコープ１排出量 とスコープ２排出量 
(マーケット基準) の合計の推移

電力使用量の推移

水使用量の推移

物流におけるCO2排出量と海運利用率の推移

※1  「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」の燃料、熱および電気の換算係数を使用して算出
※2 熱、蒸気は販売していません

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

エネルギー

使用量 原単位 (売上) (kL / 億円) 6.3 7.5 6.8 5.0 4.8 
使用量 (原油換算) (kL) ※1 81,074 85,074 94,746 100,265 106,637 
　日本 65,897 70,642 78,126 82,703 87,137 
　海外 15,177 14,432 16,620 17,562 19,499 

電力
使用量 (MWh) 305,795 317,614 354,961 377,432 402,183 
　日本 250,911 265,293 294,652 313,322 330,791 
　海外 54,884 52,321 60,309 64,110 71,392 

ガス (都市ガス、LPG) 
使用量 (原油換算) (kL) ※1 2,991 3,565 3,820 3,796 3,898 
　日本 1,948 2,611 2,728 2,738 2,776 
　海外 1,043 954 1,092 1,058 1,122 

燃料 (A重油、軽油、灯油、
ガソリン) 

使用量 (原油換算) (kL) ※1 1,072 1,624 1,667 1,625 1,526 
　日本 1,055 1,603 1,651 1,612 1,513 
　海外 17 21 16 13 13 

再生可能エネルギー  
(電力) 

購入量 (MWh) 3,834 3,334 4,980 227,523 365,876 
　日本 0 0 0 197,137 330,791 
　海外 3,834 3,334 4,980 30,386 35,085 

太陽光発電システム
発電量 (MWh) 4,392 3,804 4,068 3,890 4,110 
　日本 4,392 3,804 4,068 3,890 4,110 
　海外 0 0 0 0 0 

オンサイト太陽光発電 
システムによる 
自家消費量

自家消費量 (MWh) 3,010 2,579 2,783 2,695 2,780 
　日本 3,010 2,579 2,783 2,695 2,780 
　海外 0 0 0 0 0 

販売した電力
電力販売量 (MWh) ※2 1,382 1,225 1,285 1,195 1,330 
　日本 1,382 1,225 1,285 1,195 1,330 
　海外 0 0 0 0 0 

再生可能エネルギー  
(電力) 使用割合

電力使用割合 (%) 2 2 2 60 91 
　日本 1 1 1 63 100 
　海外 7 6 8 47 49 

エネルギー使用量・発電量

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

スコープ1 

排出量 

スコープ 1排出量 (千t-CO2) 24 28 29 16 22 
　日本-エネルギー起源※1 7 10 10 10 10 
　海外-エネルギー起源※1 2 2 2 2 2 
　エネルギー起源以外の温室効果ガス排出量合計※2 (千t-CO2e) 15 16 17 4 10 
　エネルギー起源以外の温室効果ガス排出量 (千t-CO2e)  (日本) 15 16 17 4 10 
　　日本-HFC類 0.7 0.2 0.1 0.7 3.4 
　　日本-PFC類 8.5 10.6 13.2 1.3 5.6 
　　日本-SF6 5.1 5.0 3.1 1.4 1.2 
　　日本-その他 0.3 0.4 0.6 0.4 0.2 
　エネルギー起源以外の温室効果ガス排出量 (千t-CO2e)  (海外) ― ― ― 0.1 0.0 
　　海外-HFC類 ― ― ― 0.0 0.0 
　　海外-PFC類 ― ― ― 0.0 0.0 
　　海外-SF6 ― ― ― 0.0 0.0 
　　海外-その他 ― ― ― 0.1 0.0 

スコープ2※3 

排出量 

スコープ2排出量 (マーケット基準)  (千t-CO2) 150 144 157 74 20 
　日本 120 118 128 55 0 ※4

　海外 30 26 29 19 20 
スコープ2排出量 (ロケーション基準)  (千t-CO2) 156 156 169 168 180 
　日本 125 129 138 136 144 
　海外 30 26 31 33 36 

スコープ3※5 

排出量

スコープ3排出量 (千t-CO2) 8,847 7,910 9,386 12,554 14,333
　カテゴリ1 購入した物品・サービス 2,177 1,796 2,395 3,332 4,053
　カテゴリ2 資本財 150 164 162 172 224 
　カテゴリ3 燃料、エネルギー関連の活動 22 23 25 27 27 
　カテゴリ4 上流の輸送・流通 9 9 9 15 19 
　カテゴリ5 事業から発生する廃棄物 2 2 2 3 3
　カテゴリ6 出張 27 2 1 4 14 
　カテゴリ7 従業員の通勤 12 12 11 12 14 
　カテゴリ9 下流の輸送・流通 80 90 80 121 120 
　カテゴリ11 販売された製品の使用 6,365 5,808 6,696 8,865 9,854
　カテゴリ12 販売された製品の廃棄後の処理 3 3 3 4 5 

温室効果ガス排出量

データセクション

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

CO2

排出量 (千t-CO2) 89 99 89 136 139 
　日本 9 9 9 15 19 
　海外※ 80 90 80 121 120 

海運利用率 (海外向け) 35.9 31.9 34.3 33.2 39.0 
強化ダンボールの使用 木材使用量の削減 (t) 日本 ― ― ― ― 2,000 

物流に関わる環境負荷

※ 過去のCO2排出量について見直しました
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2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

新卒採用

採用数 199 281 253 209 231 
　30歳未満 198 280 252 208 231 
　　男性 166 233 207 177 193 
　　女性 32 47 45 31 38 
　30歳以上50歳未満 1 1 1 1 0 
　　男性 1 1 1 0 0 
　　女性 0 0 0 1 0 
　50歳以上 0 0 0 0 0 
　　男性 0 0 0 0 0 
　　女性 0 0 0 0 0 
女性比率 16.1 16.7 17.8 15.3 16.5 

キャリア採用

採用数 239 150 191 400 580 
　30歳未満 85 42 56 131 209 
　　男性 67 35 49 96 185 
　　女性 18 7 7 35 24 
　30歳以上50歳未満 145 96 123 250 355 
　　男性 119 82 92 202 306 
　　女性 26 14 31 48 49 
　50歳以上 9 12 12 19 16 
　　男性 5 10 11 17 13 
　　女性 4 2 1 2 3 
女性比率 20.1 15.3 20.4 21.3 13.1 

障がい者雇用
雇用率 (単体) 2.18 2.06 2.43 2.32 2.03
雇用率 (国内グループ) 2.04 2.01 2.3 2.37 2.27

再雇用制度
利用者数 201 242 313 389 475 
　男性 196 235 305 376 451 
　女性 5 7 8 13 24 

業績とキャリアについての定期的評価を受けている正規従業員比率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

採用・雇用 (日本)

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

従業員 (雇用形態別)

従業員数 7,797 8,100 8,296 8,661 9,325 
　正規従業員 7,526 7,806 7,921 8,234 8,796 
　　男性 6,479 6,681 6,722 6,944 7,429 
　　女性 1,047 1,125 1,199 1,290 1,367 
　非正規従業員 271 294 375 427 529 
　　男性 220 263 348 403 490 
　　女性 51 31 27 24 39 

従業員構成 (日本)

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

PRTR法第一種指定 
化学物質

取り扱い量 (t) 101 121 144 119 104 
　塩化第二鉄 84 98 106 85 76 
　ふっ化水素およびその水溶性塩 11 12 24 22 16 
　メチルナフタレン 5 10 13 11 10 
　VOC※類 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 
　その他 1 1 1 1 1 
移動量 (廃棄物量)  (t) 96 111 131 108 94 
消費量 (t) 5 10 13 11 10 

NOx 排出量 (t) 9.6 11.9 13.0 13.1 12.7 
SOx 排出量 (t) 2.8 4.0 4.9 4.8 4.5 

化学物質使用・排出量 (日本)

※ VOC: Volatile Organic Compounds。揮発性有機化合物

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

ISO 14001
認証取得事業所数 9 9 11 11 11 
　日本 5 5 5 5 5 
　海外 4 4 6 6 6 

生物多様性
生態観察会回数※ 17 18 18 16 22 
生態観察会参加人数※ 595 368 52 87 138 

環境法規制
環境法令違反数 0 0 0 0 0 
法令違反に対する罰金額 0 0 0 0 0 

製品総出荷量 (t)※ 32,715 31,184 28,862 41,352 48,922 

その他

※ 対象: 日本

Social: 社会
社会データの算定対象範囲は、東京エレクトロングループ (連結27社) で、対象期間は2023年3月期 (2022年4月1日 ~ 2023年3月31日) です。
日本:  東京エレクトロン株式会社および連結子会社6社 (東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ株式会社、東京エレクトロン九州株式会社、 

東京エレクトロン宮城株式会社、東京エレクトロンFE 株式会社含む) 
海外:  連結子会社20社 (Tokyo Electron America, Inc.、Tokyo Electron Europe Ltd.、Tokyo Electron Korea Ltd.、Tokyo Electron Taiwan Ltd.、 

Tokyo Electron (Shanghai) Ltd.、Tokyo Electron Singapore Pte. Ltd. 含む) 

※ を付したデータは第三者保証を受けています

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

正規従業員 (地域別)

正規従業員数 12,469 13,542 14,022 15,140 16,605 
　日本 7,526 7,806 7,921 8,234 8,796 
　その他アジア 2,832 3,494 3,796 4,328 4,819 
　欧州・中東 513 528 509 578 669 
　北米 1,598 1,714 1,796 2,000 2,321 

従業員数 (グループ全体)

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

女性管理職 ※1 ※2

人数 ― ― ― 163 182
比率 ― ― ― 5.5 5.7 
人数 (上級管理職※3) ― ― ― 10 16
比率 (上級管理職※3) ― ― ― 2.2 3.3

女性管理職  (グループ全体)

※ 1 女性管理職比率　算定方法: 女性管理職人数 / 管理職人数×100　2022年3月期より管理職人数に高度専門職を含む ※2 3月31日現在
※3 グローバル人事制度による一定レベル以上または一定職位以上の社員

目標: リサイクル率97%以上の維持

リサイクル率 (%): (再資源化量 / 廃棄物排出量) ×100

単純焼却・埋立処分量 (t)

1 18 132

99.0 99.2

ふっ化水素およびその水溶性塩塩化第二鉄
メチルナフタレン その他

(t)

2022.32022.3

135

2023.32019.3

1 16 142

2020.3

99.2 98.9 99.1

2021.3

144

24
13
1
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2023.3
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103
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11
1
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10
1

2019.3 2020.3 2021.3
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1
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リサイクル率と単純焼却・埋立処分量の推移 (日本) PRTR法第一種指定化学物質取り扱い量の推移 (日本)

※ 過去の廃棄物排出量について見直しました

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

廃棄物
排出量 (t) 14,960 13,989 14,997 14,459  18,249 
　日本 14,208 12,973 13,705 12,921※ 17,047
　海外 752 1,016 1,292 1,538 1,202

危険・有害な廃棄物
排出量 (t) 6,951 6,228 7,227 5,231 5,634 
　日本 (特別管理産業廃棄物) 6,619 5,911 6,718 4,705※ 5,239
　海外 (国別に定める危険・有害な廃棄物) 332 317 509 526 395

リサイクル
再資源化量 (t) 14,770 13,748 14,814 14,189 17,978
　日本 14,092 12,831 13,587 12,789※ 16,912
　海外 678 917 1,227 1,400 1,066

単純焼却・埋立処分
処分量 (t) 190 241 183 270 271
　日本 116 142 118 132 135
　海外 74 99 65 138 136

排水
排出量 (千m3) 1,006 1,078 1,195 1,194 1,272 
　日本 850 900 1,006 1,009 1,062
　海外 156 178 189 185 210

廃棄物排出量
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顧客
2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

顧客満足度調査において「大変満足」または「満足」回答を選択した割合 84.4 93.3 96.7 100.0 100.0 

安全
2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

基礎安全教育受講率 100 100 100 100 100
上級安全教育受講率 100 100 100 100 100
休業災害度数率 (LTIR) 0.40 0.51 0.63 0.66 0.83
労働時間20万時間当たりの人身事故発生率 (TCIR) 0.20 0.23 0.27 0.30 0.33

製品 / イノベーション
2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

製品やサービスについて発生した安全衛生インパクトに関する規制および自主的規範
の違反事例の総件数 0 0 0 0 0

保有特許 (国・地域別) ※1

保有件数 17,473 18,137 18,692 19,572 21,645
　日本 5,304 5,348 5,484 5,703 6,307
　米国 4,415 4,606 4,822 4,988 5,360
　欧州 179 191 206 167 ―※2

　韓国 3,076 3,223 3,363 3,731 4,683
　台湾 2,817 2,948 2,925 3,014 3,120
　中国 1,682 1,821 1,892 1,969 2,175

2017.12※3 2018.12※3 2019.12※3 2020.12※3 2021.12※3

グローバル特許出願率 81.2 79.8 74.3 74.6 80.1※4

特許許可率
日本 82.9 83.1 84.9 79.8 74.5
米国 85.1 85.5 87.3 83.9 81.5

※2 欧州については集計対象外
※3 出願年 / 許可年 (暦年)
※ 1 2019年3月期 ~ 2022年3月期は社内データ、2023年3月期はLexisNexis® PatentSight®データに基づき作成

※4 各国への出願分に特許協力条約 (PCT: Patent Cooperation Treaty) に基づく国際出願分を追加

調達

※ 調査票などの全面見直しにより、前期との比較不可

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3
社会的クライテリアを使用してスクリーニングした新規重要サプライヤーの比率 100 100 100 100 100 
サプライチェーンサステナビリティアセスメント改善率 ―※ 35.8 23.1 31.5 30.5 
サプライチェーンBCPアセスメント改善率 19.4 16.0 20.3 24.4 22.2 
特定したRMAP準拠製錬所数 (特定率) 253 (100) 261 (100) 236 (100) 243 (100) 234 (100)

※1 対象: 日本 ※2 2022年3月期より対象団体を見直しました

ガバナンス
2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

取締役会に通知された重大な懸念事項の総数 0 0 0 0 0
組織の関与が明らかとなった反競争的行為、反トラスト法違反、独占禁止法違反に
より、法的措置を受けた事例の総数 0 0 0 0 0

腐敗防止に関する研修を受講した執行役員数※1 0 0 15 20 28
取締役のうち腐敗防止に関する組織の方針や手順の通達をおこなったメンバーの総数 (比率) ※1 12 (100) 11 (100) 11 (100) 12 (100) 6 (100)
取締役のうち腐敗防止に関する研修を受講したメンバーの総数 (比率) ※1 0 (0) 11 (100) 0 (0) 0 (0) 3 (50)
業界団体などへの支出 (千円) ※2 21,093 29,927 32,036 56,374 73,313
政治関連団体への支出 (円) 0 0 0 0 0
取締役の平均在任年数 7.36 4.84 6.09 6.58 5.16
取締役会の平均出席率 98.24 99.39 98.96 99.50 98.62

※ 対象: グループ全体

コンプライアンス
2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

倫理基準教育・誓約の実施率※ ― ― 98.8 91.6 96.1
情報セキュリティ規約遵守の同意書確認率 100.0 100.0 99.4 99.9 100.0
社会経済分野の法規制違反により組織が受けた重大な罰金および罰金以外の制裁
措置の総数 0 0 0 0 0

※ 災害義援金を除いた当社社会貢献活動の支出額

社会貢献
2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

社会貢献支出額 (百万円) ※ 281 250 244 170 301

現金寄附内訳比率
慈善寄附 (チャリティー団体への資金・物資の拠出) 11 4 13 15 9
コミュニティ投資 (地域の活動を支援するための支出) 55 68 62 75 40
コマーシャル・イニシアティブ (自社事業成長に向けた支出) 34 28 25 10 51

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

社員の定着

入社3年後定着率※ 93.0 93.8 94.1 94.7 92.7 
　男性 93.5 94.6 94.8 95.0 93.2
　女性 88.0 88.6 89.3 93.5 90.6
平均勤続年数 1 7年2カ月 1 7年2カ月 17年4カ月 17年2カ月 16年8カ月
　男性 1 7年5カ月 1 7年5カ月 17年7カ月 17年6カ月 16年10カ月
　女性 15年8カ月 15年 1 1カ月 15年10カ月 15年8カ月 15年7カ月

社員の定着 (日本)

※ 直近5年平均

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

離職※

離職者数 108 82 87 87 98 
　男性 88 54 75 69 81 
　女性 20 28 12 18 17 
離職率 1.4 1.0 1.0 1.0 1.1

離職 (日本)

※ 自己都合による離職

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

離職※

離職者数 ― ― ― 589 599 
　男性 ― ― ― 507 509 
　女性 ― ― ― 82 90 
離職率 ― ― ― 4.2 3.9

離職 (グループ全体)

※ 自己都合による離職

※1 女性管理職比率　算定方法: 女性管理職人数 / 管理職人数×100　2022年3月期より管理職人数に高度専門職を含む ※2 3月31日現在

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3

女性管理職※1※2
人数 22 23 26 46 51
比率 2.0 2.0 2.2 2.6 2.7

女性管理職 (日本)

2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3
年次有給休暇 取得率※1 67.2 72.6 62.5 64.6 70.0

リフレッシュ休暇
取得者数 605 901 688 512 1,731 
　男性 507 773 610 435 1,485
　女性 98 128 78 77 246

配偶者出産休暇 取得者数 155 184 148 137 149

育児休業

取得者数 56 46 41 70 96 
　男性 8 12 16 36 57
　女性 (取得率) 48 (100.0) 34 (97.1) 25 (92.6) 34 (97.1) 39 (97.5)
復職者数 43 48 54 60 76 
　男性 6 8 15 32 43 
　女性 37 40 39 28 33 
復職率 93.5 94.1 96.4 95.2 98.7 
定着率 88.9 93.3 95.0 90.0 97.9 

短時間勤務制度
利用者数 153 149 132 110 105 
　男性 8 11 9 7 10 
　女性 145 138 123 103 95 

子の看護休暇
取得者数 517 625 510 547 599 
　男性 334 428 353 373 424 
　女性 183 197 157 174 175 

子育て応援休暇
取得者数 129 125 86 80 98 
　男性 26 26 29 23 33 
　女性 103 99 57 57 65 

介護休業
取得者数 5 2 2 1 4 
　男性 2 2 0 0 4 
　女性 3 0 2 1 0 

介護休暇
取得者数 63 95 110 87 85 
　男性 38 56 69 57 53 
　女性 25 39 41 30 32 

介護勤務制度
利用者数 2 2 0 4 0 
　男性 0 1 0 2 0 
　女性 2 1 0 2 0 

ワーク・ライフ・バランス (日本)

※1 年次有給休暇取得率　算定方法: (従業員※2の有給消化日数) / (従業員※2の有給付与日数) ×100 ※2 非正規従業員含む

データセクション

東京エレクトロン サステナビリティデータ2023 65 東京エレクトロン サステナビリティデータ2023




	サステナビリティ
	サステナビリティ_ガバナンス_コーポレートガバナンス①.pdf
	サステナビリティ_ガバナンス_コーポレートガバナンス②.pdf
	サステナビリティ_ガバナンス_コーポレートガバナンス③.pdf

	サステナビリティ
	サステナビリティ_環境_環境①.pdf
	サステナビリティ_環境_環境②.pdf
	サステナビリティ_環境_環境③.pdf
	サステナビリティ_環境_環境④.pdf
	サステナビリティ_環境_環境⑤.pdf

	サステナビリティ
	サステナビリティ_社会_人材①.pdf
	サステナビリティ_社会_人材②.pdf
	サステナビリティ_社会_人材③.pdf
	サステナビリティ_社会_人材④.pdf




